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 「内部統制システム構築の基本方針」の一部改定に関するお知らせ  
  

当社は、2022 年９月 21 日開催の取締役会において、「内部統制システム構築の基本方針」を一部改定

することを決議いたしましたので、下記のとおり改定後の内容をお知らせいたします。 

 

記  

  

１．改定事由 

リスク管理体制の強化を目途にリスク管理委員会を設置するとともに、取締役の指名・報酬等に係る 

評価・決定プロセスの公正性・透明性・客観性を担保するため任意の諮問機関である指名・報酬委員 

会および少数株主の利益保護等を目途に支配株主との利益相反リスクについて適切に監視・監督す 

るため特別委員会を設置したことから関係個所を追加・修正するものであります。 

 

２．改定後の内容 

 

１．取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制  

 

(1) 当社および子会社（以下「当社グループ」といいます。）の取締役および使用人（以下「役職員」と 

いいます。）の業務執行が法令および定款に適合することを確保するため、「USEN-NEXT グループ行 

動規範」を制定し、法令順守をはじめとする、企業倫理の徹底に取り組みます。 

(2) 当社グループの役職員による「USEN-NEXT グループ行動規範」の徹底と実践的運用を行うため、教 

育・ 研修を実施するとともに、「内部通報規程」を整備します。    

(3) 業務執行部門から独立した内部監査部門である監査室が、当社グループの各業務執行部門（子会社 

を含みます。）の活動全般に関して内部監査を実施します。 

(4)  取締役会の任意の諮問委員会として、委員の過半数を独立社外取締役で構成する指名・報酬委員会 

を設置し、取締役の指名および報酬の決定に係る公正性・透明性・客観性を高めます。 

また、全委員を独立社外取締役で構成する特別委員会を設置し、支配株主と少数株主との利益が相 

反する取引・行為について審議・検討を行う体制を整備します。 

 

 ２．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

 

 (1)  総合的なリスク管理については、リスク管理委員会を設置し、「リスクマネジメント基本規程」に 

基づいて災害、情報セキュリティ、雇用・人事、コンプライアンス、環境等、当社グループに重大 

な影響をおよぼすリスクについて網羅的・統括的に管理するとともにリスク発生時の対応を的確 

に行える体制を整備します。  

(2) 経営あるいは事業活動に重大な影響を与えるまたは与える可能性に直面し、緊急事態に至った場合 

に備え、「危機管理規程」を制定し、緊急時対応が的確に行えるよう体制を整備します。 

 



 

 ３．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

 

(1) 戦略決定･経営監督機能と業務執行機能を明確にし、取締役の職務執行が効率的に行われることを 

確保するために、取締役会を毎月 1回開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催します。 

(2) 経営の効率性を高めるために、執行役員制度を導入します。 

(3) 取締役会の審議を更に活性化し、経営監督機能を強化するため、社外取締役を選任します。 

(4) 業務執行に関する重要事項について、代表取締役を議長とし毎月 1回以上開催する経営会議にて 

協議を行います。 

 

  ４．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

 

    「文書管理規程」に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書または電磁的媒体（以下「文書等」と 

いう。）に記録し、保存します。取締役および監査役は、「文書管理規程」により、常時、これらの文 

書等を閲覧できるものとします。 

 

 

 ５．当社および子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制 

 

(1) 当社および当社グループ各社の代表取締役は、各社の業務執行の適正を確保する内部統制の構築お

よび運用の権限ならびに責任を有するものとします。 

(2) 当社の監査室は、重要性に鑑み当社および当社グループ各社の内部監査を実施するものとします。

また、内部統制の構築および運用に関する検証、ならびに情報の共有化等を行うものとします。 

(3) 当社は、当社に当社グループ各社全体の内部統制を所管する担当部署を設置して、当社グループ各

社における内部統制の構築および運用の高度化を目指すものとします。 

(4) また、当社グループ各社の監査役は、当社グループ各社の業務執行の適正を確保する内部統制の構

築および運用の状況を監査し、グループの監査役に、情報を共有化するものとします。 

(5) 上記の体制は当社グループを網羅する「グループ会社管理規程」「内部通報規程」「内部監査規程」

等の諸規程にもとづき、組織的に実施されるものとします。 

 

 

 ６．監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項、当該使用人の取締役からの独立性に関する事項、当

該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項  

 

(1) 監査役の職務を補助すべき使用人を置くこと、および置く場合の員数については、監査役会の意見

を聴取し、関係各方面の意見を十分に考慮するものとします。 

(2) 補助使用人の人事異動（異動先を含む。）、および人事評価ならびに懲戒処分等を行うときは、監査

役会の意見を聴取し、その意見を十分に考慮して実施するものとします。 

(3) 監査役より監査業務にかかる指揮命令を受けた補助使用人は、その指揮命令に関して、取締役以下

補助使用人の属する組織の上長等の指揮命令を受けないものとします。 

 

 

  ７．当社の取締役および使用人ならびにグループ会社の取締役、監査役および使用人またはこれらの者 

から報告を受けた者が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制、報告

したことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制 

 

(1) 当社の取締役および使用人ならびにグループ会社の取締役、監査役（以下「子会社の役員」という。） 

および使用人またはこれらの者から報告を受けた者は、当社の監査役に対して、重大な法令違反等、 

および会社に著しい損害をおよぼすおそれのある事項等の法定の事項に加え、「内部通報規程」によ 

る通報の状況、および内部監査の実施状況、ならびに当社および当社グループの業務または業績に 

重大な影響をおよぼす事項等を速やかに報告します。当社および当社グループは、当該報告を行っ 

た者に対し、当該報告を行ったことを理由とした不利益取扱を行わないものとします。 

(2) 「内部通報規程」に従い、通報者に不利益が生じる取扱いを禁じるとともに、通報者の職場環境が



悪化することのないよう適切な措置を執るものとします。 

 

 

８．その他の監査役の監査が実効的に行われることを確保する体制 

 

(1) 取締役会は、監査役が重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を効率的かつ効果的に把握でき

るようにするため、監査役がいつでも取締役および使用人ならびにグループ会社の取締役、監査役

および使用人から事業の報告を求め、または業務および財産の状況を調査することができる体制を

構築するととともに、代表取締役、監査室、監査法人それぞれとの間で定期的に意見交換会を開催

する機会を保障します。 

(2) 監査役の職務執行について生じる費用は、あらかじめ予算化されている費用に加え、緊急または臨

時の費用についても会社の費用として、これを認めます。 

以 上 

 

 


